
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年12月16日 

【中間会計期間】 第46期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

【会社名】 日本シイエムケイ株式会社 

【英訳名】 CMK CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中山 高広 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 

【電話番号】 03(5323)0231（代） 

【事務連絡者氏名】 執行役員  近藤 定信 

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 

【電話番号】 03(5323)0238 

【事務連絡者氏名】 経理部長  漆山 健一 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年９月期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、転換社債が存在しないため、

記載しておりません。 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 56,807 58,790 57,741 115,366 116,031 

経常利益 (百万円) 3,531 6,200 5,804 9,240 11,481 

中間（当期）純利益 (百万円) 2,341 2,833 3,031 4,612 5,319 

純資産額 (百万円) 49,028 53,847 71,687 51,024 59,701 

総資産額 (百万円) 137,009 134,625 136,222 134,263 130,514 

１株当たり純資産額 (円) 939.97 1,025.69 1,163.61 975.88 1,077.70 

１株当たり中間（当期）

純利益 
(円) 44.85 54.22 51.53 87.12 99.63 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) 38.12 46.28 － 74.16 89.60 

自己資本比率 (％) 35.8 40.0 52.6 38.0 45.7 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 5,557 5,177 6,391 12,194 15,192 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △1,198 △93 △2,518 △810 △2,951 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △21,952 △3,166 △3,642 △26,254 △7,234 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 10,392 14,890 18,301 12,959 17,951 

従業員数 (名) 6,795 6,694 6,785 6,646 6,639 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年９月期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、転換社債が存在しないため、

記載しておりません。 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 45,089 47,725 43,753 90,718 91,242 

経常利益 (百万円) 1,923 4,006 3,759 4,448 6,983 

中間（当期）純利益 (百万円) 987 1,615 2,034 996 2,423 

資本金 (百万円) 16,117 16,352 22,306 16,167 18,332 

発行済株式総数 (株) 53,205,124 53,579,324 63,060,164 53,284,741 56,732,174 

純資産額 (百万円) 54,198 55,862 70,623 54,388 60,354 

総資産額 (百万円) 111,443 108,437 105,728 109,379 105,257 

１株当たり純資産額 (円) 1,039.09 1,064.08 1,146.33 1,040.42 1,089.55 

１株当たり中間（当

期）純利益 
(円) 18.92 30.91 34.60 17.94 44.59 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) 16.31 26.56 － 15.92 40.49 

１株当たり中間（年

間）配当額 
(円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00 

自己資本比率 (％) 48.6 51.5 66.8 49.7 57.34 

従業員数 (名) 1,508 1,405 1,250 1,482 1,354 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数を表示しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）を表示しております。

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

プリント配線板製造 6,785 

合計 6,785 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 1,250 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

  （１）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加したことに加え、底堅い個人消費

の改善により、踊り場を脱した回復傾向で推移いたしました。また、世界経済については、原油価格の高騰をはじ

め、各種素材の値上がり等不安要素はありましたものの、過度なインフレや景気後退には至らず、概ね順調に推移

しました。 

 当社グループの属するプリント配線板業界は、自動車関連機器向け製品、薄型テレビをはじめとしたデジタル映

像関連機器向け製品などの市場の成長が一部で見られましたものの、さらなるグローバル競争の激化により製品価

格の下落傾向および、各種原材料の値上がりに加え、在庫調整の進展も思いのほか進まず、全体としての需要動向

は厳しい状況で推移いたしました。 

 このような状況の下、当社グループにおきましては、グローバル営業体制を強化するとともに、中国の生産能力

の強化、高付加価値製品の積極的な受注活動を行い、また一方で事業再構築を進めてまいりましたが、本格的な需

要の回復までには至らず、さらに製品価格の下落が進んだこともあり、当中間連結会計期間の連結売上高は577億

４千１百万円と前年同期比10億４千８百万円の減収となりました。 

 所在地別にみますと、日本国内売上高は444億７千万円（前年同期比7.0％減）、中国地域においては80億８千４

百万円（前年同期比73.7％増）、東南アジア地域においては40億４千３百万円（前年同期比18.6％減）、ヨーロッ

パ地域においては11億４千３百万円（前年同期比15.0％減）となりました。 

 利益面につきましては、徹底した収益重視の経営を行う一方、さらなる事業再構築、固定費の圧縮、コストダウ

ンなどに努めてまいりましたが、経常利益は58億４百万円と前年同期比３億９千５百万円の減益となりました。ま

た、固定資産減損会計の早期適用を前期に行ったことにより、特別損失が15億３千２百万円減少した結果、中間純

利益は30億３千１百万円と前年同期比１億９千７百万円の増益となりました。 

 所在地別にみますと、日本国内での営業利益は46億７千９百万円（前年同期比16.8％減）、中国地域においては

９億２千万円（前年同期比97.8％増）、東南アジア地域においては５百万円の営業損失（前年同期は７千万円の損

失）、ヨーロッパ地域においては５千万円の営業利益（前年同期は３千７百万円の損失）となりました。 

 

  

（２）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の財政状態 

 当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ57億８百万円増加し、1,362億２千２百万円

となりました。主な資産、負債の増減は売上債権が37億２千１百万円の増加、仕入債務が20億６千２百万円の増

加、また、一年以内償還予定転換社債が株式転換及び償還を迎えたことで79億７千８百万円の減少となりました。

資本につきましては、前連結会計年度末に比べ119億８千６百万円増加し、716億８千７百万円となりました。これ

は主に一年以内償還予定転換社債が株式転換されたこと、また、利益剰余金が増加したことによるものでありま

す。 

 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ6.9％上昇し、52.6％となりました。 

  

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前中間連結会計期間末と比較して、34億１千１百

万円（前年同期比22.9％増）増加し、183億１百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの概要は、次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ12億１千４百万円増加し、63億９千１百万円となりまし

た。この増加の主な要因は税金等調整前中間純利益が増益になったことや仕入債務が増加したことによるものであ

ります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、海外子会社を中心に設備投資を行ったことにより、支出は前年同期に比

べ24億２千５百万円増加し、25億１千８百万円となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済を行ったことにより、支出は前年同期に比べ４億７千

６百万円増加し、36億４千２百万円となりました。  

  



    なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 

 （注） 1.各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

      自己資本比率              自己資本÷総資産         

      時価ベースの自己資本比率        株式時価総額÷総資産 

      債務償還年数              有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 

      中間期末における債務償還年数      有利子負債÷（営業キャッシュ・フロー×２） 

       インタレスト・カバレッジ・レシオ     営業キャッシュ・フロー÷利払い 

     ２.株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×自己株式控除後の中間期末（期末）発行済株式数により算 

       出しております。 

     ３.有利子負債は、（中間）連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を 

       対象としております。 

     ４.営業キャッシュ・フロー及び利払いは、（中間）連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業 

       活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

 中間 期末 中間 期末 中間 

自己資本比率（％） 35.8 38.0 40.0 45.7 52.6 

時価ベースの自己資本比率（％） 27.8 65.2 57.9 73.3 85.2 

債務償還年数（年） 5.0 4.2 4.7 2.7 2.4 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍） 8.8 12.2 15.9 24.5 23.3 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当中間連結会計期間の受注実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

品目 金額（百万円） 前年同期比（％） 

片面プリント配線板 6,829 △26.9 

両面プリント配線板 13,415 8.3 

多層プリント配線板 28,849 1.2 

その他 7,155 △9.4 

合計 56,249 △3.2 

品目 金額（百万円） 前年同期比（％） 

片面プリント配線板 384 436.3 

両面プリント配線板 3 △9.2 

多層プリント配線板 0 △14.2 

その他 445 △30.0 

合計 834 16.9 

品目 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

片面プリント配線板 6,605 △25.2 4,279 12.7 

両面プリント配線板 12,687 △3.9 6,062 △22.9 

多層プリント配線板 29,534 8.9 16,881 5.6 

その他 9,532 6.2 960 △9.7 

合計 58,359 0.4 28,184 △1.9 

品目 金額（百万円） 前年同期比（％） 

片面プリント配線板 6,378 △24.5 

両面プリント配線板 13,604 5.1 

多層プリント配線板 28,206 △0.4 

その他 9,552 5.0 

合計 57,741 △1.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 通信技術の発達によるブロードバンド化、デジタル技術の高度化が進むなか、ますます多機能・高性能化する携帯

電話機、デジタルスチルカメラ、薄型テレビ、ＤＶＤレコーダー、携帯音楽機器等の電子機器は小型・軽量化、薄型

化、大容量・高速化、低消費電力化など技術革新がめざましく、それらの重要な構成部品であるマザーボード用プリ

ント配線基板には高密度化、薄型化、高耐熱性、高速伝送、環境対応などが求められています。自動車用のエレクト

ロニクス機器も年々増加し、高密度とともに高放熱・高耐熱の要求も一層強くなっています。また、半導体パッケー

ジでは従来のワイヤボンド方式の他に多ピン系ではフリップチップ実装方式が増加しており、半導体チップを直接接

続するフリップチップ用サブストレートにおいては、更なる高密度化、高接続信頼性、平坦性などが求められていま

す。    

また、プリント配線板、サブストレートとも環境負荷低減の観点から環境に優しい技術が求められており、具体的に

は環境対応規制として2006年７月に開始されるRoHS規制への一環として、ハロゲンフリー基板や鉛フリーはんだ使用

に耐える基板の実用化も日本を中心に既に本格化しています。  

 当社グループではこれらの市場ニーズに合ったプリント配線基板として、各種ビルドアップ基板、リジッド・フレ

ックス基板、放熱機能付き基板、ＣＳＰ・ＢＧＡ用基板、ＳｉＰ用基板、高機能モジュール基板、部品内蔵基板、環

境対応基板を中心に、ファイン回路形成をはじめとする新技術や新工法を取入れた新規基板の開発を行っておりま

す。高速伝送技術に関してもデータ蓄積を進め設計ノウハウとして顧客に提供をしています。 

 新製品としては来年度に携帯電話にて本格化する0.4mmピッチＣＳＰ対応ビルドアップ基板は既に開発を終了し、

量産を準備中です。高密度リジッド・フレックス基板では次世代を睨んだ開発を進め来年度には量産予定です。車載

用の高放熱基板は数量がコンスタントに増加しており、さらにその技術を照明用ＬＥＤ基板にも活用して量産適用を

進めています。半導体パッケージ用においては薄さを追求する携帯機器用には世界トップレベルの薄さを実現したサ

ブストレートの開発を進め受注・生産活動を活発化させています。部品内蔵関連では抵抗・キャパシタの部品内蔵基

板についても鋭意開発を進めており、カシオ計算機㈱様との共同開発のＬＳＩを内蔵するＥＷＬＰは量産も決定して

おり、今後のビジネスに寄与する予定です。 

 なお、当中間連結会計期間中に支出した研究開発費の金額は４億９千８百万円であります。  

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

  該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）転換社債の株式転換による増加であります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 227,922,000 

計 227,922,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成17年12月16日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 63,060,164 63,060,164 
東京証券取引所市場

第一部 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

計 63,060,164 63,060,164 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日  

  

6,327 63,060 3,973 22,306 3,973 22,063 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 上記所有株式のうち、みずほ信託退職給付信託日立化成工業口再信託受託者資産管理サービス信託の持株数

1,822千株は、日立化成工業株式会社の信託財産であります。 

３ 上記所有株式のうち、みずほ信託退職給付信託東京都民銀行口再信託受託者資産管理サービス信託の持株数

1,745千株は、株式会社東京都民銀行の信託財産であります。 

４ 住友信託銀行株式会社から平成17年８月11日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成17

年７月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末現

在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」は、株主名簿に

よっております。 

  なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

   大量保有者名   住友信託銀行株式会社他共同保有者１社 

   保有株券等の数  5,693千株（共同保有者分含む。） 

   株券等の保有割合 9.40％ 

５ 株式会社りそなホールディングスから平成17年９月12日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）によ

り、平成17年８月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会

計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」は、

株主名簿によっております。 

  なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

   大量保有者名   株式会社りそな銀行他共同保有者１社 

   保有株券等の数  3,675千株（共同保有者分含む。） 

   株券等の保有割合 5.91％ 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目8-11 11,723 18.59 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11-3 5,005 7.93 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13-1 2,845 4.51 

中山 登 東京都国立市中二丁目21-5 2,652 4.20 

株式会社 みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目3-3 2,576 4.08 

財団法人 電子回路基板技術振興財

団 
東京都新宿区西新宿六丁目5-1 2,500 3.96 

松下電工株式会社 大阪府門真市大字門真1048 1,860 2.95 

みずほ信託退職給付信託日立化成工

業口再信託受託者資産管理サービス

信託 

東京都中央区晴海一丁目8-12 1,822 2.88 

みずほ信託退職給付信託東京都民銀

行口再信託受託者資産管理サービス

信託 

東京都中央区晴海一丁目8-12 1,745 2.76 

ソニー生命保険株式会社 東京都港区南青山一丁目1-1 1,621 2.57 

計 ― 34,351 54.47 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 11,614千株（18.41％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,604千株（ 5.71％）



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  1,451,900 
― 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  61,523,900 615,239 同上 

単元未満株式 普通株式     84,364 ― 同上 

発行済株式総数 63,060,164 ― ― 

総株主の議決権 ― 615,239 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

日本シイエムケイ株式会社 

東京都新宿区西新宿

六丁目５番１号 
1,451,900 ―  1,451,900 2.30 

計 ― 1,451,900 ―  1,451,900 2.30 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,748 1,737 1,907 2,050 2,190 2,230 

最低（円） 1,531 1,600 1,732 1,752 1,931 1,828 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新宿監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※１   15,136 18,572   18,142 

２ 受取手形及び売掛金     35,177 35,248   31,527 

３ 有価証券     94 195   113 

４ たな卸資産     9,091 8,559   8,518 

５ 繰延税金資産     1,009 836   743 

６ その他     1,261 2,178   3,380 

貸倒引当金     △23 △61   △52 

流動資産合計     61,747 45.9 65,530 48.1   62,374 47.8

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※２       

(1）建物及び構築物 
※１ 
※４ 

26,611 24,378 24,934   

(2）機械装置及び運搬具 ※１ 15,160 15,355 14,697   

(3）土地 ※１ 12,157 12,024 12,136   

(4）建設仮勘定   978 438 511   

(5）その他   714 55,622 785 52,982 726 53,006 

２ 無形固定資産         

(1）連結調整勘定   262 515 507   

(2）その他   1,929 2,191 1,453 1,968 1,653 2,160 

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券 ※１ 9,403 11,599 10,341   

(2）繰延税金資産   1,967 1,176 1,523   

(3）その他   4,768 4,955 2,789   

貸倒引当金   △1,085 15,053 △1,990 15,740 △1,681 12,972 

固定資産合計     72,867 54.1 70,692 51.9   68,139 52.2

Ⅲ 繰延資産         

社債発行費   10 10 0.0 － － － － － －

資産合計     134,625 100.0 136,222 100.0   130,514 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金     11,405 13,529   11,466 

２ 短期借入金 ※１   11,435 11,487   12,212 

３ 一年以内償還予定社債     － 100   100 

４ 一年以内償還予定転換
社債  

    － －   7,978 

５ 未払金     8,950 8,372   7,159 

６ 未払法人税等     2,139 2,164   1,324 

７ 賞与引当金     1,232 1,184   910 

８ 受注損失引当金     － 60   － 

９ その他     2,402 2,242   2,303 

流動負債合計     37,566 27.9 39,141 28.8   43,454 33.3

Ⅱ 固定負債         

１ 社債     5,600 5,500   5,500 

２ 転換社債     11,938 －   － 

３ 長期借入金 ※１   19,433 13,084   15,225 

４ 退職給付引当金     264 304   290 

５ 役員退職引当金     540 552   560 

６ その他     603 626   801 

固定負債合計     38,379 28.5 20,067 14.7   22,377 17.2

負債合計     75,946 56.4 59,209 43.5   65,832 50.5

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     4,832 3.6 5,325 3.9   4,980 3.8

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     16,352 12.1 22,306 16.4   18,332 14.0

Ⅱ 資本剰余金     16,109 12.0 22,063 16.2   18,089 13.9

Ⅲ 利益剰余金     25,396 18.9 30,409 22.3   27,737 21.2

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    713 0.5 1,870 1.4   1,149 0.9

Ⅴ 為替換算調整勘定     △3,095 △2.3 △2,812 △2.1   △3,532 △2.7

Ⅵ 自己株式     △1,629 △1.2 △2,149 △1.6   △2,075 △1.6

資本合計     53,847 40.0 71,687 52.6   59,701 45.7

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    134,625 100.0 136,222 100.0   130,514 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     58,790 100.0 57,741 100.0   116,031 100.0 

Ⅱ 売上原価     47,882 81.4 47,532 82.3   94,998 81.9

売上総利益     10,907 18.6 10,209 17.7   21,032 18.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   5,263 9.0 5,050 8.8   10,590 9.1

営業利益     5,644 9.6 5,159 8.9   10,442 9.0

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   15 42 42   

２ 受取配当金   65 83 83   

３ 有価証券売却益   ― 21 ―   

４ 持分法による投資利益   360 226 686   

５ 為替差益   140 120 38   

６ その他   581 1,163 2.0 617 1,111 2.0 1,197 2,048 1.8

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   342 290 652   

２ たな卸資産評価損   117 46 ―   

３ その他   148 608 1.0 130 466 0.8 357 1,009 0.9

経常利益     6,200 10.6 5,804 10.1   11,481 9.9

Ⅵ 特別利益         

１ 前期損益修正益   22 38 45   

２ 固定資産売却益 ※２ 51 9 98   

３ 投資有価証券売却益   45 3 45   

４ 過年度償却済債権取立
益 

  ― 23 ―   

５ 役員退職引当金戻入益   85 204 0.3 ― 75 0.1 85 274 0.2

Ⅶ 特別損失         

１ 前期損益修正損   20 0 21   

２ 固定資産売却損 ※３ 38 7 72   

３ 固定資産除却損 ※４ 59 220 445   

４ 減損損失 ※５ 2,221 196 2,970   

５ ゴルフ会員権等評価損   ― ― 11   

６ 貸倒引当金繰入額   0 335 520   

７ 補償修理費   30 ― ―   

８ 事業構造再編費用   ― 74 ―   

９  海外事業構造再編費用   ― ― 769   

１０ その他   13 2,384 4.1 16 852 1.5 135 4,945 4.2

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    4,020 6.8 5,027 8.7   6,809 5.9

法人税、住民税及び事
業税 

  2,003 2,115 2,006   

法人税等調整額   △811 1,192 2.0 △230 1,885 3.3 △405 1,601 1.4

少数株主利益又は少数
株主損失（△） 

    △5 △0.0 110 0.2   △110 △0.1

中間（当期）純利益     2,833 4.8 3,031 5.2   5,319 4.6

          



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     15,924 18,089   15,924

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 転換社債の転換によ
る資本剰余金増加高 

  184 3,973 2,164 

２ 自己株式処分差益   ─ 184 0 3,973  ─ 2,164

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    16,109 22,063   18,089

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     22,889 27,737   22,889

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間（当期）純利益   2,833 3,031 5,319 

２ 在外連結子会社の固
定資産再評価にとも
なう利益剰余金増加
高  

  ― 2,833 ─ 3,031 117 5,436

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   261 276 523 

２ 取締役賞与   65 326 82 359 65 588

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    25,396 30,409   27,737

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 前連結会計年度の要約連結 
 キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   4,020 5,027 6,809 

減価償却費   3,296 3,024 6,735 

賞与引当金の増減額 

（△は減少額） 
  400 273 78 

貸倒引当金の増減額 

（△は減少額） 
  0 316 626 

受取利息及び受取配当金   △80 △125 △125 

支払利息   342 290 652 

為替差損益（△は益）   △99 △120 △40 

持分法による投資利益   △360 △226 △686 

有価証券売却益   ― △21 ― 

投資有価証券売却益   △45 △3 △45 

固定資産売却損益（△は益）   △12 △2 △26 

固定資産除却損   59 208 445 

減損損失   2,221 196 2,970 

売上債権の増減額（△は増加額）   △3,186 △3,291 811 

たな卸資産の増減額 

（△は増加額） 
  474 54 1,003 

仕入債務の増減額（△は減少額）   △366 1,934 △1,807 

その他   △175 52 202 

小計   6,489 7,586 17,602 

          

利息及び配当金の受取額   290 336 335 

利息の支払額   △324 △274 △620 

法人税等の支払額   △1,278 △1,257 △2,125 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   5,177 6,391 15,192 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有価証券の取得による支出   ― △36 ― 

有価証券の売却による収入   13 0 13 

有形固定資産の取得による支出   △1,562 △2,689 △4,339 

有形固定資産の売却による収入   874 128 1,147 

無形固定資産の取得による支出   △5 △6 △27 

投資有価証券の取得による支出   △82 △8 △98 

投資有価証券の売却による収入   95 238 97 

貸付金の回収による収入   47 28 59 

その他   524 △173 194 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   △93 △2,518 △2,951 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減額 

（△は減少額） 
  160 △283 △434 

社債償還による支出   ― △30 ― 

長期借入による収入   ― 12 ― 

長期借入金の返済による支出   △2,965 △2,839 △5,688 

ファイナンス・リース債務の増減

額（△は減少額） 
  △66 △144 △231 

自己株式取得による支出   △21 △74 △467 

配当金の支払額   △261 △276 △524 

少数株主への配当金の支払額   △11 △6 △11 

その他   ― 0 123 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   △3,166 △3,642 △7,234 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   13 119 △13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 

（△は減少額） 
  1,930 349 4,992 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   12,959 17,951 12,959 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
  14,890 18,301 17,951 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数    20社 

連結子会社の名称 

シイエムケイメカニクス㈱ 

日本シイエムケイニイガタ㈱ 

日本シイエムケイマルチ㈱ 

㈱シイエムケイ回路設計セン

ター 

エスイープロダクツ㈱ 

シイエムケイファイナンス㈱ 

㈱山梨三光 

CMK EUROPE N.V. 

シイエムケイ蒲原電子㈱ 

ジェイティシイエムケイ㈱ 

日本エスアイシイ㈱ 

ワコーエレクトロニクス㈱ 

シイエムケイパッケージテッ

ク㈱ 

CMK SINGAPORE(PTE.)LTD. 

CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD. 

P.T.CMKS INDONESIA 

CMKS(HONG KONG)CO., LIMITED

新昇電子（香港）有限公司 

旗利得電子（東莞）有限公司 

希門凱電子（無錫）有限公司 

（除外） 

 前連結会計年度において連結

子会社でありましたシイエムケ

イハイテックス㈱は、平成16年

６月１日付で当社と合併したた

め、連結の範囲から除いており

ます。また、シイエムケイドリ

リング㈱については、平成16年

４月１日付で日本シイエムケイ

マルチ㈱と合併したため、連結

の範囲から除いております。 

(1）連結子会社の数    20社 

連結子会社の名称 

     同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

     ───── 

(1）連結子会社の数    20社 

連結子会社の名称 

        同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（除外） 

 シイエムケイハイテックス㈱

は、平成16年６月１日付で当社

と合併したため、連結の範囲か

ら除いております。また、シイ

エムケイドリリング㈱について

は、平成16年４月１日付で日本

シイエムケイマルチ㈱と合併し

たため、連結の範囲から除いて

おります。 

  (2）非連結子会社の数   ３社 

非連結子会社の名称 

シイエムケイサンテクノ㈱ 

ザオウメカニクス㈱ 

CMKS(Thailand)Co.,Ltd. 

(2）非連結子会社の数   ３社 

非連結子会社の名称 

      同左 

  

  

(2）非連結子会社の数   ３社 

非連結子会社の名称 

      同左 

  

  

  連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社３社は、合計の

総資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等はい

ずれも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため連

結の範囲に含めておりません。 

連結の範囲から除いた理由 

      同左 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社３社は、合計の

総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等はい

ずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため連結の

範囲に含めておりません。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した関連会社数 

２社 

関連会社の名称 

SNC INDUSTRIAL 

LAMINATES SDN.BHD. 

CMK Global Brands 

Manufacture,Ltd. 

(1）持分法を適用した関連会社数 

２社 

関連会社の名称 

    同左 

  

  

  

(1）持分法を適用した関連会社数 

２社 

関連会社の名称 

    同左 

  

  

  

  (2）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社 

非連結子会社     ３社 

関連会社の名称 

㈱エストコーポレーション 

P.T. WING INDONESIA 

Global Engineering  

Solutions Ltd. 

技業思（上海）情報技術有

限公司 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社 

非連結子会社     ３社 

関連会社の名称 

    同左 

  

  

  

(2）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社 

非連結子会社     ３社 

関連会社の名称 

        同佐 

        

  

  

  持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため

であります。 

持分法を適用しない理由 

同左 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

    

    

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

中間決算日が中間連結決算日と異

なる場合の内容等 

 国内連結子会社の中間決算日は

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

 連結子会社のうち、CMK SINGAP

ORE(PTE.)LTD.、CMKS (MALAYSIA)

SDN.BHD.、P.T.CMKS INDONESIA、

CMKS (HONG KONG)CO.,LIMITED、C

MK EUROPE N.V.、新昇電子（香

港）有限公司、旗利得電子（東

莞）有限公司及び希門凱電子（無

錫）有限公司の中間決算日は６月

30日であります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては、同日現在

の中間財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。 

中間決算日が中間連結決算日と異

なる場合の内容等 

同左 

決算日が連結決算日と異なる場合

の内容等 

 国内連結子会社の決算日は連結

決算日と一致しております。 

 連結子会社のうち、CMK SINGAPO

RE(PTE.)LTD.、CMKS (MALAYSIA)SD

N.BHD.、P.T.CMKS INDONESIA、CMK

S (HONG KONG)CO.,LIMITED、CMK E

UROPE N.V.、新昇電子（香港）有

限公司、旗利得電子（東莞）有限

公司及び希門凱電子（無錫）有限

公司の決算日は12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 

…時価法（売却原価は、移

動平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

  満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

…時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

当社及び国内連結子会社 

商品・原材料 

…総平均法による原価

法、ただし商品のうち

金型については個別法

による原価法 

③ たな卸資産 

当社及び国内連結子会社 

商品・原材料 

同左 

③ たな卸資産 

当社及び国内連結子会社 

商品・原材料 

同左 

  製品・仕掛品 

…総平均法による原価法 

製品・仕掛品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

…最終仕入原価法による

原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

  在外連結子会社 

移動平均法による低価

法 

在外連結子会社 

同左 

在外連結子会社 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  当社及び国内連結子会

社は定率法。ただし、平

成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設

備を除く）については定

額法。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

   

  建物及び構築物 ２～65年

機械装置及び運

搬具 
２～17年

その他（工具器

具及び備品） 
２～20年

  

  在外連結子会社は主とし

て定額法。 

   同左 同左 

  ② 無形固定資産 

  定額法。ただし、自社

利用のソフトウェアにつ

いては社内における見込

利用可能期間（５年）に

基づく定額法。 

② 無形固定資産 

 同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 当社においては、商法施行規

則の期間（３年）に亘り均等償

却し、一部の連結子会社におい

ては重要性が少ないため、支払

時全額費用処理しております。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

      同左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同左 

  (4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売掛債権その他これに準ず

る債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 在外連結子会社は個別債権

を勘案の上、回収不能見込額

を計上しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社

は、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

      ────── 

              

  

  

  

  

  

  

  

  

  

④ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。ただし、当

社では、年金資産の見込額及

び中間期末未認識数理計算上

の差異の合計額が退職給付債

務を上回ったため、当該金額

を前払年金資産として流動資

産の「その他」に計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

③ 受注損失引当金 

 一部の国内連結子会社は、

受注生産に係る将来の損失に

備えるため、当中間連結会計

期間末における受注残高のう

ち、製造原価の見積額が受注

額を超過する可能性が高く、

かつ、当該超過額を合理的に

見積もることが可能なものに

ついて、損失見込額を計上し

ております。 

④ 退職給付引当金 

     同左 

    ──────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

④ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。ただし、当社で

は、年金資産の見込額及び期

末未認識数理計算上の差異の

合計額が退職給付債務を上回

ったため、当該金額を前払年

金資産として流動資産の「そ

の他」に計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ⑤ 役員退職引当金 

 当社及び一部の国内連結子

会社は、役員に対する退職金

支出に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を引当

金として計上しております。 

⑤ 役員退職引当金 

同左 

⑤ 役員退職引当金 

 当社及び一部の国内連結子

会社は、役員に対する退職金

支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を引当金と

して計上しております。 

  (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、当該子会社等の中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産及

び負債は、当該子会社等の決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

  (6）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 ただし、在外連結子会社につ

いては通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によってお

ります。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、振当処理の

要件を満たす為替予約等が付

されている外貨建金銭債権債

務等については振当処理を行

っております。 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引（為替

予約取引） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

相場変動等による損失の

可能性がある外貨建金銭

債権債務及び外貨建予定

取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 外貨建の売上契約及び購入

契約の為替リスクを回避する

ことを目的とし、通常の取引

の範囲内で為替予約を実施し

ております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動の累計と

ヘッジ対象の変動の累計との

比率を比較し、有効性を判断

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (8）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(8）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことにともない、当

中間連結会計期間から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これにより税金等

調整前中間純利益は2,221百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

──―――  (固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことにともない、当

連結会計年度から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。 

 これにより、税金等調整前当期純利益は

2,970百万円減少しており、また、この変更

によるセグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 営業外費用の「たな卸資産評価損」（前中間連結会計期間32百万

円）は、前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しておりまし

たが、金額的重要性が増したため当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。 

（中間連結貸借対照表） 

 投資事業組合出資金は、前中間連結会計期間末までは、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、平成16年12月１

日施行の改正証券取引法の規定により、当中間連結会計期間末からは

「投資有価証券」に含めて表示しております。なお、当該金額は次の

とおりであります。 

 前中間連結会計期間  72百万円 

 当中間連結会計期間  19百万円 



追加情報 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布

され、平成16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入されたこと

にともない、当中間連結会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割について販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が94百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益が同額減少しております。  

―――――  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とにともない、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割について販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が172百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が同額減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債

務は、次のとおりであります。 

(1）担保資産 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債

務は、次のとおりであります。 

(1）担保資産 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債

務は、次のとおりであります。 

(1）担保資産 

   百万円

定期預金 11 (－)

建物及び構築物 5,780 (4,701)

機械装置及び運

搬具 
3,405 (3,405)

土地 1,944 (1,167)

投資有価証券 584 (－)

計 11,726 (9,274)

   百万円

定期預金 11 (－)

建物及び構築物 5,057 (4,339)

機械装置及び運

搬具 
2,749 (2,749)

土地 1,944 (1,167)

投資有価証券 585 (－)

計 10,348 (8,256)

   百万円

定期預金  11 (－)

建物及び構築物 5,089 (4,331)

機械装置及び運

搬具 
 2,624 (2,624)

土地   1,944 (1,167)

投資有価証券 584 (－)

計 10,254 (8,123)

(2）担保付債務 (2）担保付債務 (2）担保付債務 

   百万円

短期借入金 555 (420)

長期借入金 2,464 (1,500)

計 3,019 (1,920)

   百万円

短期借入金 2,030 (1,500)

長期借入金 442 (－)

計 2,472 (1,500)

   百万円

短期借入金 2,534 (1,800)

長期借入金 274 (－)

計 2,809 (1,800)

 （注） 上記のうち、（ ）内書は、工場

財団抵当並びに当該債務を表示し

ております。 

 （注） 上記のうち、（ ）内書は、工場

財団抵当並びに当該債務を表示し

ております。 

 （注） 上記のうち、（ ）内書は、工場

財団抵当並びに当該債務を表示し

ております。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

106,172百万円        105,508百万円 105,037百万円 

３ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行とコミット

メントライン契約を締結しております。 

 当中間連結会計期間末におけるコミッ

トメントライン契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

３ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行とコミット

メントライン契約を締結しております。 

 当中間連結会計期間末におけるコミッ

トメントライン契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

３ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行とコミット

メントライン契約を締結しております。 

 当連結会計年度末におけるコミットメ

ントライン契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

コミットメントライン

契約の総額 
10,000百万円

借入実行残高 ― 

未実行残高 10,000百万円

コミットメントライン

契約の総額 
10,000百万円

借入実行残高  ─ 

未実行残高   10,000百万円

コミットメントライン

契約の総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―  

未実行残高   10,000百万円

※４ 圧縮記帳 

 取得価額から控除されている国庫補助

金の圧縮記帳額は次のとおりでありま

す。 

※４ 圧縮記帳 

       同左 

※４ 圧縮記帳 

       同左 

建物及び構築物      31百万円     



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

役員報酬・給料手当・

賞与 
1,665百万円

役員退職引当金繰入額 27 

賞与引当金繰入額 237 

退職給付引当金繰入額 84 

貸倒引当金繰入額 0 

連結調整勘定償却額 8 

研究開発費 451 

役員報酬・給料手当・

賞与 
   1,643百万円

役員退職引当金繰入額  21 

賞与引当金繰入額  238 

退職給付引当金繰入額 65 

貸倒引当金繰入額  14 

連結調整勘定償却額  7 

    

役員報酬・給料手当・

賞与 
3,582百万円

役員退職引当金繰入額   47 

賞与引当金繰入額  172 

退職給付引当金繰入額  145 

連結調整勘定償却額    30 

貸倒引当金繰入額     101 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

機械装置及び運搬具 42百万円

有形固定資産「その他」 1 

無形固定資産「その他」 7 

計 51百万円

建物及び構築物  1百万円

機械装置及び運搬具  3     

土地   4 

有形固定資産「その他」  0 

投資その他の資産「その他」  0 

計  9百万円

建物及び構築物  1百万円

機械装置及び運搬具 33 

土地 49 

有形固定資産「その他」 2 

無形固定資産「その他」 11 

計 98百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 32 

有形固定資産「その他」 0 

計 38百万円

機械装置及び運搬具 6百万円

有形固定資産「その他」  0 

計  7百万円

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び運搬具 62 

有形固定資産「その他」  2 

投資その他の資産「その他」 0 

計 72百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 11百万円

機械装置及び運搬具 46 

有形固定資産「その他」 1 

計 59百万円

建物及び構築物   38百万円

機械装置及び運搬具 133 

建設仮勘定  43 

有形固定資産「その他」  2 

無形固定資産「その他」 2 

計  220百万円

建物及び構築物 111百万円

機械装置及び運搬具 265 

建設仮勘定  59 

有形固定資産「その他」  9 

無形固定資産「その他」  0 

計  445百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の遊休不動産について減損損失を計

上しております。 

 当社グループは事業の種類別に資産をグル

ーピングしております。そのうち、現在遊休

状態となっている当社グループの土地、建物

の一部については今後も事業の用に供する予

定がないため、当該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

(2,221百万円)として特別損失に計上しており

ます。 

 その内訳は、土地1,530百万円、建物691百

万円であります。 

 なお、遊休不動産の回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、不動産鑑定評価

額などに基づいて算定しております。 

場所 種類   用途 
減損金額 

（百万円） 

埼玉県入間郡 土地 遊休 1,012 

福井県坂井郡 土地 遊休 56 

宮城県白石市 土地 遊休 149 

東京都港区 
土地、

建物 
遊休 704 

神奈川県相模原

市 
建物 遊休 298 

※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産について減損損失を計上して

おります。 

 当社及び国内連結子会社は、事業用資産に

ついて事業の種類別に資産をグルーピング

し、遊休資産及び賃貸用資産等については、

独立して収支把握が可能であるため、個々に

独立した単位としております。 

 

 遊休資産については、今後も事業の用に供

する予定がないため、当該資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失(127百万円)として特別損失に計上してお

ります。 

 その内訳は、土地17百万円、建物33百万

円、構築物25百万円、機械48百万円、有形固

定資産(その他)0百万円、無形固定資産(その

他)2百万円であります。 

 なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、不動産について

は、固定資産税評価額に基づいて算定し、動

産等については、その処分可能性を考慮し実

質的な価値はないものと判断されるため、正

味売却価額をゼロとして評価しております。 

 

 賃貸用資産については、地価が著しく下落

している土地について、当該資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失(69百万円)として特別損失に計上して

おります。 

 その内訳は、土地69百万円であります。 

 なお、賃貸用資産の回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、不動産鑑定評

価額に基づいて算定しております。 

地域  種類  用途  
減損金額 

（百万円）

宮城県白石市  
土地、

建物 
遊休  20 

新潟県長岡市 
建物、

機械 
遊休  37 

埼玉県大里郡 
構築物

等  
遊休  31 

埼玉県秩父市 機械等 遊休  35 

新潟県北蒲原郡 その他 遊休  0 

埼玉県入間郡  その他 遊休 1 

埼玉県入間郡 土地 
賃貸用資

産  
69 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは

以下の遊休不動産等について減損損失を計上

しております。 

 当社及び国内連結子会社は事業の種類別に

資産をグルーピングしております。そのう

ち、現在遊休状態となっている当社グループ

の土地、建物の一部については今後も事業の

用に供する予定がないため、当該資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（2,221百万円）として特別損失に

計上しております。 

 また、ヨーロッパ地域の在外連結子会社

は、生産部門の撤退、工場閉鎖を行い、固定

資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失（748百万円）として特別損失に計上

しております。 

 減損損失の内訳は、土地1,530百万円、建物

1,345百万円、機械装置94百万円であります。

 なお、遊休不動産等の回収可能価額は正味

売却価額により測定しており、不動産鑑定評

価額などに基づいて算定しております。  

地域 種類   用途 
減損金額 

（百万円） 

埼玉県入間郡 土地 遊休 1,012 

福井県坂井郡 土地 遊休 56 

宮城県白石市 土地 遊休 149 

東京都港区 
土地、

建物 
遊休 704 

神奈川県相模原

市 
建物 遊休 298 

 ヨーロッパ 

（ベルギー） 

建物、 

機械 

プリント配線

板製造設備  
748 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金勘定 15,136百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△245 

現金及び現金同等物 14,890百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容 

  転換社債の転換 

現金及び預金勘定 18,572百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
 △270 

現金及び現金同等物     18,301百万円

転換社債の転換による

資本金増加額 

3,973百万円

転換社債の転換による

資本準備金増加額  

3,973  

端数償還金  0 

転換による転換社債減

少額 

    7,948百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容 

  転換社債の転換 

現金及び預金勘定 18,142百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△190 

現金及び現金同等物     17,951百万円

転換社債の転換による

資本金増加額 

2,164百万円

転換社債の転換による

資本準備金増加額  

2,164  

端数償還金 0 

転換による転換社債減

少額 

    4,330百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

             （単位：百万円） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

             （単位：百万円）

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

             （単位：百万円） 

  

有形固定資産 
無形固
定資産
「その
他」 

合計 

機械装
置及び
運搬具 

その他 

取得価
額相当
額 

2,179 819 53 3,051 

減価償
却累計
額相当
額 

1,303 538 25 1,867 

中間期
末残高
相当額 

875 280 27 1,183 

  

有形固定資産 
無形固
定資産
「その
他」 

合計 

機械装
置及び
運搬具 

その他 

取得価
額相当
額 

1,183 651 80 1,915

減価償
却累計
額相当
額 

447 455 37 940

中間期
末残高
相当額 

736 195 43 975

有形固定資産 
無形固
定資産
「その
他」 

合計 

機械装
置及び
運搬具 

その他 

取得価
額相当
額 

1,521 696 80 2,298

減価償
却累計
額相当
額 

702 436 29 1,168

期末残
高相当
額 

819 259 51 1,130

 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産及び無

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及び無形固

定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 459百万円

１年超 724 

合計 1,183百万円

１年以内  289百万円

１年超 685 

合計    975百万円

１年以内 349百万円

１年超 781 

合計   1,130百万円

 なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産及び無形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 244百万円

減価償却費相当額 244百万円

支払リース料  197百万円

減価償却費相当額 197百万円

支払リース料 462百万円

減価償却費相当額 462百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 6百万円

１年超 - 

合計 6百万円

───── １年以内 2百万円

１年超 - 

合計  2百万円

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  

  



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

平成16年９月30日現在 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（当中間連結会計期間末） 

平成17年９月30日現在 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

株式 2,374 3,573 1,198 

計 2,374 3,573 1,198 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

非上場外国債券 600 

計 600 

(2）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,047 

計 1,047 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

株式 2,387 5,524 3,137 

計 2,387 5,524 3,137 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

非上場外国債券 400 

計 400 

(2）その他有価証券   

非上場株式 1,041 

その他 19 

計 1,060 



（前連結会計年度末） 

平成17年３月31日現在 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を利用しておりますが、当中間連結会計期間において外貨建金銭債権債務等に振り当

てたもの以外の為替予約の残高はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を利用しておりますが、当中間連結会計期間において外貨建金銭債権債務等に振り当

てたもの以外の為替予約の残高はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を利用しておりますが、当連結会計年度において外貨建金銭債権債務等に振り当てた

もの以外の為替予約の残高はありません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券       

  株式 2,381 4,312 1,930 

計 2,381 4,312 1,930 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

  非上場外国債券 600 

計 600 

(2）その他有価証券   

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,056 

    その他 30 

計 1,087 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループはプリント配線板の製造、販売を主たる事業としている専門メーカーであり、前中間連結会計期

間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度につきましては、全セグメントの売上高の合計及び営業損益に占め

る一セグメント「プリント配線板事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  
日本 

（百万円） 
中国 

（百万円）
東南アジア
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 47,824 4,654 4,965 1,345 58,790 ― 58,790 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,418 2,900 906 0 5,225 (5,225) ― 

計 49,243 7,555 5,871 1,345 64,015 (5,225) 58,790 

営業費用 43,617 7,090 5,942 1,383 58,033 (4,887) 53,145 

営業利益又は営業損失（△） 5,626 465 △70 △37 5,982 (337) 5,644 

  
日本 

（百万円） 
中国 

（百万円）
東南アジア
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 44,470 8,084 4,043 1,143 57,741 ─  57,741 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
818 3,173 964 0 4,957 (4,957) ─  

計 45,288 11,258 5,008 1,143 62,698 (4,957) 57,741 

営業費用 40,608 10,338 5,013 1,092 57,053 (4,471) 52,582 

営業利益又は営業損失（△） 4,679 920 △5 50 5,645 (485) 5,159 

  
日本 

（百万円） 
中国 

（百万円）
東南アジア
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 91,882 10,944 10,581 2,623 116,031 ― 116,031 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,345 7,009 1,945 16 11,317 (11,317) ― 

計 94,227 17,953 12,527 2,640 127,349 (11,317) 116,031 

営業費用 84,211 16,652 12,447 2,771 116,083 (10,494) 105,588 

営業利益又は営業損失（△） 10,015 1,301 79 △131 11,265 (823) 10,442 



 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２ 本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

① 中国……………中国、香港 

② 東南アジア……シンガポール、マレーシア、インドネシア 

③ ヨーロッパ……ベルギー 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は次のとおりであります。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

３ 各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

① 中国……………中国、香港 

② 東南アジア……シンガポール、インドネシア、マレーシア、タイ 

③ ヨーロッパ……ハンガリー、チェコ、スペイン 

④ その他の地域…アメリカ 

 
前中間連結会計期間 

（百万円） 

当中間連結会計期間 

（百万円） 

前連結会計年度 

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配

賦不能営業費用の金額 
583 660 1,326 

親会社本社の総務部門等管理部

門に係る費用であります。 

  中国 東南アジア ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,944 5,310 1,382 727 12,365 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         58,790 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
8.4 9.0 2.4 1.2 21.0 

  中国 東南アジア ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,654 4,371 1,188 1,385 15,600 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         57,741 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
15.0 7.6 2.0 2.4 27.0 

  中国 東南アジア ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,819 11,148 2,729 1,385 27,082 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         116,031 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
10.2 9.6 2.3 1.2 23.3 



（１株当たり情報） 

（注）１ 当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、転換社債が存在 

   しないため、記載しておりません。 

   ２ １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の 

    基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,025.69円         1,163.61円       1,077.70円 

１株当たり中間（当期）純利益金額 54.22円      51.53円      99.63円 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
46.28円 －      89.60円 

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 2,833 3,031 5,319 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─  82 

（うち利益処分による役員（取締役）賞与金） (―) （─） (82) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 2,833 3,031 5,236 

期中平均株式数（千株） 52,262 58,818 52,555 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益調整額（百万円） 24 ─ 41 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (24） （─）  (41)  

普通株式増加数（千株） 9,504  ─ 6,351 

（うち転換社債） （9,504） （─）  (6,351)  



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ①子会社の工場閉鎖 

 当社の子会社でありますCMK EUROPE N.V.

は、2004年９月30日をもって生産部門の撤

退、工場閉鎖を行い当下半期において、特別

損失の計上を見込んでおります。なお、同社

は工場閉鎖実施後、販売会社として存続いた

します。 

工場閉鎖の概要は次のとおりであります。 

（1）工場閉鎖の理由 

 同社は、1987年２月にベルギー王国に設立

され、ヨーロッパ地域への主に一般AV向け片

面プリント配線板を主体に製造、販売活動を

行っておりました。 

 しかしながらここ数年はヨーロッパ地域の

市場構造の変化により生産拠点としての競争

力を失い、厳しい業績となっておりました。 

 このような状況の中で同社は生産撤退を目

指したリストラを行い、販売会社として存続

する以外に生き残る道は無いものと判断した

ものであります。 

 この工場閉鎖により同社は、多層プリント

配線板等の高付加価値品を含む、中国及びア

ジア製品の輸入販売活動を積極的に行い、販

売会社としてヨーロッパ地域での競争力を強

化し、業績向上を図ります。 

         ─────               ───── 

 （2）CMK EUROPE N.V.の概要 

所在地：LAMMERDRIES 18 B2440 GEEL BELGIUM 

代表者：Managing Director 柴田 栄造 

資本金：EUR 12,394千（2003年12月末） 

事業内容：プリント配線板の製造販売 

株主構成：日本シイエムケイ㈱ 80％ 

     住友ベークライト㈱ 20％ 

売上高：EUR 23,288千（2003年12月期） 

従業員：132名（2003年12月末） 

  

  

 （3）工場閉鎖日 

  2004年９月30日 

  

  

 （4）損益への影響 

 工場閉鎖に係わる費用として当下半期に約

22億円の特別損失を見込んでおります。 

  

  

 ②自己株式の買付け 

 当社では平成16年６月29日開催の定時株主

総会において、商法第211条ノ３第１項第２

号の規定に基づき、自己株式の取得に関する

取締役会への授権決議を行っております。 

 これを受けて、平成16年８月６日開催の取

締役会において、自己株式（普通株式）

1,000,000株の取得（取得価額の総額1,500百

万円）ならびに、自己株式の市場買付けを決

議しました。（買付けの期間 平成16年８月

９日～平成17年３月31日） 

 市場買付けの結果、普通株式 232,000株

（取得価額 305百万円）を取得しておりま

す。（平成16年12月３日現在） 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  11,054   13,578   13,586   

２ 受取手形  3,856   1,859   1,951   

３ 売掛金  27,026   27,899   25,904   

４ たな卸資産  3,253   2,920   2,968   

５ 短期貸付金  3,508   1,447   4,755   

６ 繰延税金資産  790   594   544   

７ その他  1,315   2,176   1,472   

貸倒引当金  △10   △19   △9   

流動資産合計   50,795 46.8  50,457 47.7  51,174 48.6 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
２          

(1）建物  14,219   13,272   13,740   

(2）機械及び装置  3,600   2,922   3,226   

(3）土地  10,666   10,500   10,512   

(4）その他  1,313   1,146   1,226   

  計  29,800     27,842     28,705     

２ 無形固定資産  1,319     959     1,139     

３ 投資その他の資産  ※２          

(1）投資有価証券   17,169   18,671   17,679   

(2）関係会社出資金  3,684   3,914   3,914   

(3）長期貸付金  2,558   2,227   290   

(4）繰延税金資産  1,964   1,185   1,539   

(5）その他  2,211   2,455   2,488   

貸倒引当金  △1,077   △1,986   △1,675   

  計  26,511     26,468     24,238     

固定資産合計   57,631 53.2  55,271 52.3  54,082 51.4 

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費  10 10  ― ―  ― ―  

繰延資産合計   10 0.0  ― ─   ― ─  

資産合計   108,437 100.0  105,728 100.0  105,257 100.0 

       

 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  1,180   924   977   

２ 買掛金  6,217   6,256   6,031   

３ 一年以内償還予定転
換社債  ―   ―   7,978   

４ 短期借入金 ※２ 4,284   5,816   6,093   

５ 未払法人税等  1,570   1,412   569   

６ 賞与引当金  608   581   426   

７ その他 ※５ 2,543   1,852   2,545   

流動負債合計   16,405 15.1  16,843 15.9  24,622 23.4 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債  5,500   5,500   5,500   

２ 転換社債  11,938   ―   ―   

３ 長期借入金 ※２ 17,988   12,180   14,112   

４ 役員退職引当金  427   431   440   

５ その他  315   150   227   

固定負債合計   36,169 33.4  18,261 17.3  20,280 19.3 

負債合計   52,575 48.5  35,104 33.2  44,903 42.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   16,352 15.1  22,306 21.1  18,332 17.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  16,109   22,063   18,089   

２ その他資本剰余金  ─   0   ─   

資本剰余金合計   16,109 14.9  22,063 20.9  18,089 17.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  984   984   984   

２ 任意積立金  21,511   22,526   21,250   

３ 中間（当期）未処分
利益  1,844   3,052   2,651   

利益剰余金合計   24,340 22.4  26,564 25.1  24,886 23.6 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   689 0.6  1,838 1.7  1,121 1.1 

Ⅴ 自己株式   △1,629 △1.5  △2,149 △2.0  △2,075 △2.0 

資本合計   55,862 51.5  70,623 66.8  60,354 57.3 

負債・資本合計   108,437 100.0  105,728 100.0  105,257 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    47,725 100.0 43,753 100.0   91,242 100.0 

Ⅱ 売上原価    41,390 86.7 37,740 86.3   79,037 86.6

売上総利益    6,334 13.3 6,012 13.7   12,204 13.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    3,321 7.0 3,212 7.3   6,695 7.3

営業利益    3,013 6.3 2,800 6.4   5,509 6.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,938 4.1 1,700 3.9   3,090 3.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   945 2.0 741 1.7   1,617 1.8

経常利益    4,006 8.4 3,759 8.6   6,983 7.7

Ⅵ 特別利益 ※３   118 0.3 69 0.2   183 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４、６   1,322 2.8 579 1.4   3,644 4.0

税引前中間（当期）純利益    2,802 5.9 3,249 7.4   3,521 3.9

法人税、住民税及び事業税  1,585 1,392 1,114   

法人税等調整額  △398 1,187 2.5 △177 1,214 2.7 △16 1,098 1.2

中間（当期）純利益    1,615 3.4 2,034 4.7   2,423 2.7

前期繰越利益    1,027 1,017   1,027 

合併に伴う剰余金引継額    △798 ─   △798 

中間配当積立金取崩額    ― ―   261 

中間配当額    ― ─   262 

中間（当期）未処分利益    1,844 3,052   2,651 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

売買目的有価証券 

…時価法（売却原価は移動 

平均法により算定） 

満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております） 

(1）有価証券 

売買目的有価証券 

        同左 

  

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

  

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品・原材料 

…総平均法による原価法。 

但し商品のうち金型につい

ては個別法による原価法。 

(3）たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

(3）たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

  製品・仕掛品 

…総平均法による原価法。 

製品・仕掛品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

…最終仕入原価法による原価

法。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法。ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物（建物

付属設備を除く）については定

額法。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

      同左 

(1）有形固定資産 

      同左 

  建物 ３～65年

機械及び装置 ６～17年

その他 ２～60年

  

  (2）無形固定資産 

定額法。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法。 

(2）無形固定資産 

      同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 商法施行規則の期間（３年）に

亘り均等償却をしております。 

社債発行費 

同左 

社債発行費 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権その他これに準ずる

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を引当計上しております。 

 ただし、年金資産の見込額及

び中間期末未認識数理計算上の

差異の合計額が退職給付債務を

上回ったため、当該金額を前払

年金資産として流動資産の「そ

の他」に計上しております。 

  なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

   

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を引当計上しております。ただ

し、年金資産の見込額及び期末

未認識数理計算上の差異の合計

額が退職給付債務を上回ったた

め、当該金額を前払年金資産と

して流動資産の「その他」に計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとして

おります。 

  (4）役員退職引当金 

 役員に対する退職金の支払い

に充てるため、「役員退職金規

程」（内規）に基づく中間期末

要支給額を基準として引当計上

しております。 

(4）役員退職引当金 

同左 

(4）役員退職引当金 

 役員に対する退職金の支払い

に充てるため、「役員退職金規

程」（内規）に基づく期末要支

給額を基準として引当計上して

おります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

７ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

 なお、振当処理の要件を満た

す為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務等については

振当処理を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引（為替予

約取引） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

相場変動等による損失の可

能性がある外貨建金銭債権

債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 外貨建の売上契約及び購入契

約の為替リスクを回避すること

を目的とし、通常の取引の範囲

内で為替予約を実施しておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の変動の累計と

ヘッジ対象の変動の累計との比

率を比較し、有効性を判断して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

   表示方法の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことにともない、当中間会計

期間から同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これにより税引前中間純利益は

1,218百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき当該資産の金

額から直接控除しております。 

 ─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことにともない、当事業年度

から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。 

 これにより、税引前当期純利益は1,218百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。      

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

            ────── （中間貸借対照表） 

 投資事業組合出資金は、前中間会計期間末までは、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、平成16年12月１日施

行の改正証券取引法の規定により、当中間会計期間末からは「投資有

価証券」に含めて表示しております。なお、当該金額は次のとおりで

あります。 

 前中間会計期間末  72百万円 

 当中間会計期間末  19百万円 

前中間会計期間 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自  平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布

され、平成16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入されたこと

にともない、当中間会計期間から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割について販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が65百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益が同額減少しております。 

 ─────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とにともない、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割について販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が116百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が同額減少しております。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 

減価償却累計額    47,373百万円 減価償却累計額     45,023百万円 減価償却累計額    45,819百万円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

 上記の有形固定資産に対応する長期借

入金は1,920百万円（内、一年以内返済

予定額は420百万円）であり、投資その

他の資産に対応する長期借入金は444百

万円であります。 

有形固定資産 9,274百万円 

（内、工場財団） ( 9,274百万円)

投資その他の資産 581百万円 

 上記の有形固定資産に対応する短期借

入金は1,500百万円であり、投資その他

の資産に対応する長期借入金は452百万

円であります。 

有形固定資産     8,256百万円 

（内、工場財団） ( 8,256百万円)

投資その他の資産 581百万円 

有形固定資産     8,123百万円 

（内、工場財団） ( 8,123百万円)

投資その他の資産   581百万円 

同上に対する長期借

入金 
    2,229百万円 

（内、一年以内返済

予定額） 
( 2,229百万円)

３ 保証債務 

 下記関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。 

３ 保証債務 

 下記関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。 

３ 保証債務 

 下記関係会社の金融機関からの借入に

対し、債務保証を行っております。 

シイエムケイファイ

ナンス㈱ 
1,144百万円 

CMK EUROPE N.V. 
1,193 

(EUR 8百万) 

希門凱電子（無錫）

有限公司 

366 

(US$ 3百万) 

新昇電子（香港）有

限公司 

333 

(US$ 3百万) 

計 3,036百万円 

シイエムケイファイ

ナンス㈱ 
  668百万円 

CMK EUROPE N.V. 
  285 

(EUR 2百万) 

  
新昇電子（香港）有

限公司 

226 

(US$ 2百万) 

計 1,180百万円 

CMK EUROPE N.V. 
    291百万円 

(EUR 2百万) 

希門凱電子（無錫）

有限公司 

 53 

(US$ 0百万) 

新昇電子（香港）有

限公司 

 268 

(US$  2百万) 

シイエムケイファイ

ナンス㈱ 
    906 

計     1.519百万円 

 下記関係会社のリース取引に対し支払

保証を行っております。 

───── ───── 

  

CMK EUROPE N.V. 
48百万円 

(EUR 0百万) 
  

  

    

４ 受取手形裏書譲渡高   2,589百万円 ４ 受取手形裏書譲渡高    2,290百万円 ４ 受取手形裏書譲渡高  2,115百万円 

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

※５       ───── 

  

６ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行とコミットメントライン契約

を締結しております。 

 当中間会計期間末におけるコミットメ

ントライン契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

６ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行とコミットメントライン契約

を締結しております。 

 当中間会計期間末におけるコミットメ

ントライン契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

６ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行とコミットメントライン契約

を締結しております。 

 当事業年度末におけるコミットメント

ライン契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。 

コミットメントライン

契約の総額 
10,000百万円

借入実行残高 ― 

未実行残高 10,000百万円

コミットメントライン

契約の総額 
  10,000百万円

借入実行残高 ─  

未実行残高 10,000百万円

コミットメントライン

契約の総額 
 10,000百万円

借入実行残高  ― 

未実行残高   10,000百万円

７ 当社は、グループ内の効率的な資金調

達及び運用を行うため、子会社との間で

資金提供及び余資預りを行っておりま

す。当該業務における貸出極度額の総額

及び貸出実行残高は次のとおりでありま

す。 

７ 当社は、グループ内の効率的な資金調

達及び運用を行うため、子会社との間で

資金提供及び余資預りを行っておりま

す。当該業務における貸出極度額の総額

及び貸出実行残高は次のとおりでありま

す。 

７ 当社は、グループ内の効率的な資金調

達及び運用を行うため、子会社との間で

資金提供及び余資預りを行っておりま

す。当該業務における貸出極度額の総額

及び貸出実行残高は次のとおりでありま

す。 

貸出極度額の総額 10,000百万円

貸出実行残高 2,500 

未実行残高 7,500百万円

貸出極度額の総額 5,000百万円

貸出実行残高       500 

未実行残高     4,500百万円

貸出極度額の総額    5,000百万円

貸出実行残高      2,500 

未実行残高      2,500百万円

 なお、上記業務は、子会社の財政状態

と資金繰りを勘案し実行しております。 

 なお、上記業務は、子会社の財政状態

と資金繰りを勘案し実行しております。 

 なお、上記業務は、子会社の財政状態

と資金繰りを勘案し実行しております。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 23百万円

受取配当金 530 

賃貸料 622 

技術指導料（注） 318 

受取利息   12百万円

受取配当金   452 

賃貸料  616 

技術指導料（注） 223 

受取利息 42百万円

受取配当金 548 

賃貸料      1,255 

技術指導料(注）  693 

 （注） CMK SINGAPORE (PTE.)LTD. 

CMKS(MALAYSIA）SDN.BHD. 

P.T. CMKS INDONESIA 

CMK EUROPE N.V. 

CMKS(HONG KONG)CO.,LTD. 

新昇電子（香港）有限公司 

希門凱電子（無錫）有限公司 

CMK Global Brands 

 Manufacture,Ltd. 

 （注） 新昇電子（香港）有限公司 

希門凱電子（無錫）有限公司 

CMK Global Brands 

 Manufacture,Ltd. 

  

上記３社からのロイヤリティ－収

入です。 

  

 （注） CMK SINGAPORE (PTE.)LTD. 

CMKS(MALAYSIA）SDN.BHD. 

P.T. CMKS INDONESIA 

CMK EUROPE N.V. 

CMKS(HONG KONG)CO.,LTD. 

新昇電子（香港）有限公司 

希門凱電子（無錫）有限公司 

CMK Global Brands 

 Manufacture,Ltd. 

上記８社からのロイヤリティー収

入です。 

  上記８社からのロイヤリティー収

入です。 

  

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 161百万円

社債利息 76 

減価償却費 339 

棚卸資産評価損 109 

支払利息    130百万円

社債利息 34 

減価償却費 353 

    

支払利息    298百万円

社債利息  138 

減価償却費  696 

    

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

役員退職引当金戻入益 85百万円

投資有価証券売却益 31 

    ―――――   

    

役員退職引当金戻入益    85百万円

土地売却益 49 

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 1,218百万円

補償修理費 30 

機械及び装置売却損 28 

貸倒引当金繰入額      334百万円

    

    

関係会社株式売却損 1,368百万円

減損損失  1,218 

貸倒引当金繰入額   520 

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,125百万円

無形固定資産 178 

有形固定資産      980百万円

無形固定資産  179 

有形固定資産   2,239百万円

無形固定資産 358 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の遊

休不動産について減損損失を計上しておりま

す。 

 当社は事業の種類別に資産をグルーピング

しております。そのうち、現在遊休状態とな

っている当社所有の土地の一部については、

今後も事業の用に供する予定がないため、当

該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(1,218百万円)とし

て特別損失に計上しております。なお、内

容、金額の内訳は上記のとおりであります。 

 また、遊休不動産の回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、不動産鑑定評価

額に基づいて算定しております。 

場所 種類 用途 
減損金額 

（百万円） 

埼玉県入間郡 土地 遊休 1,012 

福井県坂井郡 土地 遊休 56 

宮城県白石市 土地 遊休 149 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の遊

休資産について減損損失を計上しておりま

す。 

 当社は事業用資産については事業の種類別

に資産をグルーピングし、遊休資産及び賃貸

用資産等については、独立して収支把握が可

能であるため、個々に独立した単位としてお

ります。そのうち、現在遊休となっている動

産について、今後も事業の用に供する予定が

ないため、当該資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（31百

万円）として特別損失に計上しております。 

 その内訳は、構築物25百万円、機械装置6百

万円、器具備品0百万円であります。 

 なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、動産については、

その処分可能性を考慮し実質的な価値はない

ものと判断されるため、正味売却価額をゼロ

として評価しております。  

場所 種類 用途
減損金額 

（百万円）

埼玉県大里郡 構築物等 遊休 31 

※６  減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。 

  

 当社は事業の種類別に資産をグルーピング

しております。そのうち、現在遊休状態とな

っている当社の土地の一部については今後も

事業の用に供する予定がないため、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（1,218百万円）として特別

損失に計上しております。なお、遊休不動産

の回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価額に基づいて算定し

ております。 

地域 種類 用途 
減損金額 

（百万円）

埼玉県入間郡 土地 遊休 1,012 

福井県坂井郡 土地 遊休 56 

宮城県白石市 土地 遊休 149 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

             （単位：百万円） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

             （単位：百万円）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

             （単位：百万円） 

  

有形固定資産 

無形固
定資産 合計 機械及

び装置 その他 

取得価
額相当
額 

860 655 9 1,525 

減価償
却累計
額相当
額 

743 424 4 1,173 

中間期
末残高
相当額 

116 230 4 352 

  

有形固定資産 

無形固
定資産 合計 機械及

び装置 その他 

取得価
額相当
額 

51 505 9 567

減価償
却累計
額相当
額 

50 354 3 408

中間期
末残高
相当額 

1 151 6 158

有形固定資産 

無形固
定資産 合計 機械及

び装置 その他 

取得価
額相当
額 

65 547 9 622

減価償
却累計
額相当
額 

57 343 2 404

期末残
高相当
額 

7 204 7 218

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産及び無形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産及び無形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しており

ます。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 213百万円

１年超 139 

合計 352百万円

１年以内 75百万円

１年超 82 

合計 158百万円

１年以内  102百万円

１年超 115 

合計 218百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産及び無形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産及び無形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 119百万円

減価償却費相当額 119百万円

支払リース料 59百万円

減価償却費相当額  59百万円

支払リース料 199百万円

減価償却費相当額 199百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  

  

  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

（当中間会計期間） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

（前事業年度） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

（１株当たり情報） 

（注）１ 当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、転換社債が存在しな 

   いため、記載しておりません。 

   ２ １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の 

    基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,064.08円 1,146.33円         1,089.55円 

１株当たり中間（当期）純利益金額 30.91円      34.60円      44.59円 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
26.56円      ─      40.49円 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,615 2,034 2,423 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─  80 

（うち利益処分による役員（取締役）賞与金） (―) （─） (80) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,615 2,034 2,343 

普通株式の期中平均株式数（千株） 52,262 58,818 52,555 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益調整額（百万円） 24 ─  41 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (24） （─）  (41） 

普通株式増加数（千株） 9,504 ─  6,351 

（うち転換社債） （9,504） （─）  (6,351)  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ①子会社の工場閉鎖 

 当社の子会社でありますCMK EUROPE N.V.

は、2004年９月30日をもって生産部門の撤

退、工場閉鎖を行い当下半期において、特別

損失の計上を見込んでおります。なお、同社

は工場閉鎖実施後、販売会社として存続いた

します。 

工場閉鎖の概要は次のとおりであります。 

（1）工場閉鎖の理由 

 同社は、1987年２月にベルギー王国に設立

され、ヨーロッパ地域への主に一般AV向け片

面プリント配線板を主体に製造、販売活動を

行っておりました。 

 しかしながらここ数年はヨーロッパ地域の

市場構造の変化により生産拠点としての競争

力を失い、厳しい業績となっておりました。 

 このような状況の中で同社は生産撤退を目

指したリストラを行い、販売会社として存続

する以外に生き残る道は無いものと判断した

ものであります。 

 この工場閉鎖により同社は、多層プリント

配線板等の高付加価値品を含む、中国及びア

ジア製品の輸入販売活動を積極的に行い、販

売会社としてヨーロッパ地域での競争力を強

化し、業績向上を図ります。 

 

（2）CMK EUROPE N.V.の概要 

所在地：

LAMMERDRIES 18 B2440 GEEL BELGIUM 

代表者：Managing Director 柴田 栄造 

資本金：EUR 12,394千（2003年12月末） 

事業内容：プリント配線板の製造販売 

株主構成：日本シイエムケイ㈱ 80％ 

     住友ベークライト㈱ 20％ 

売上高：EUR 23,288千（2003年12月期） 

従業員：132名（2003年12月末） 

 

（3）工場閉鎖日 

  2004年９月30日 

 

（4）損益への影響 

 工場閉鎖に係わる費用として当下半期に約

22億円の特別損失を見込んでおります。 

 

 ②自己株式の買付け 

平成16年６月29日開催の定時株主総会におい

て、商法第211条ノ３第１項第２号の規定に

基づき、自己株式の取得に関する取締役会へ

の授権決議を行っております。 

 これを受けて、平成16年８月６日開催の取

締役会において、自己株式（普通株式）

1,000,000株の取得（取得価額の総額1,500百

万円）ならびに、自己株式の市場買付けを決

議しました。（買付けの期間 平成16年８月

９日～平成17年３月31日） 

 市場買付けの結果、普通株式 232,000株

（取得価額 305百万円）を取得しておりま

す。（平成16年12月３日現在） 

 ─────         ───── 



(2）【その他】 

 平成17年11月18日開催の取締役会において、平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された

株主に対し、次のとおり第46期中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額 308百万円

② １株当たりの金額 ５円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月９日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第45期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日 関東財務局長に提出 

(2)自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年４月12日 関東財務局長に提出 

(3)自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日） 平成17年６月13日 関東財務局長に提出 

(4)自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日） 平成17年６月13日 関東財務局長に提出 

(5)自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月29日） 平成17年７月13日 関東財務局長に提出 

(6)臨時報告書                                            平成17年10月18日 関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号の規定に基づく臨時報告書であります。  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月３日

日本シイエムケイ株式会社       

取締役会 御中   

  新 宿 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 信行  ㊞ 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 末益 弘幸  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

イエムケイ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本シイエムケイ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１.中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期 

間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

２.重要な後発事象に記載されているとおり、子会社であるCMK EUROPE N.V.は、生産部門の撤退、工場閉鎖を行っ 

た。また、市場買付による自己株式の取得を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月５日

日本シイエムケイ株式会社       

取締役会 御中   

  新 宿 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 明夫  ㊞ 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 末益 弘幸  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

イエムケイ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本シイエムケイ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成16年12月３日

日本シイエムケイ株式会社       

取締役会 御中   

  新 宿 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 信行  ㊞ 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 末益 弘幸  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

イエムケイ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本シイエムケイ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１.中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定

資産の減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

２.重要な後発事象に記載されているとおり、子会社であるCMK EUROPE N.V.は、生産部門の撤退、工場閉鎖を行っ 

た。また、市場買付による自己株式の取得を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成17年12月５日

日本シイエムケイ株式会社       

取締役会 御中   

  新 宿 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 明夫  ㊞ 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 末益 弘幸  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

イエムケイ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本シイエムケイ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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